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やまなしトライアル発注商品等認定制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山梨県（以下「県」という。）が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の２第１項第４号に規定する、新商品の生産又は新役務の提供により新たな事

業分野の開拓を図る者（以下「新事業分野開拓者」という。）及びその者が生産する新商品又は

その者が提供する新役務を認定する手続き等を定めることによって、県の機関が新商品又は新

役務（以下「新商品等」という。）を試験的に発注しやすくし、新商品等の市場への普及拡大を

支援する。 

 

（申請者の要件） 

第２条 この制度による認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、中小企業基本法

（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する中小企業者であって県内に主たる

事務所を有するもの（以下「一般企業」という。）又は県内での事業定着に向け県から支援を受

けたスタートアップ（以下「スタートアップ」という。）とし、次の各号に掲げる要件を全て満

たすものとする。 

（１） 県税に未納がないこと  

（２） 営業に関し必要な許可・認可・資格等を有していること 

（３） 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 自己、自社若しくは第三者に不正に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団

員を利用するなどした者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前ア～

オのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者 

 

（対象となる新商品等の要件） 

第３条 この制度において対象となる新商品等は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる要

件全てを満たすものとする。ただし、防災用以外の飲食料品、農水産物、医薬品、医薬部外品、

化粧品、工事における工法又は技術、過去に認定された新商品等は除く。 
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（１）一般企業 

   ア 県内事業所において自ら企画・開発し、販売元となる自社の製品（他社で生産された

商品を仕入れて販売するものは対象外とし、製造工程を他社へ委託している事業者であ

っても、自らが企画・製造元で自社製品として販売するものは対象とする。）又は県内事

業所において自ら企画・開発し、主たる部分を自ら提供する役務であること。 

イ 新商品等の販売又は提供に関し必要な許可・認可・資格等を有しているもの。 

ウ JIS 規格等品質及び安全性に関する基準に合致しているもの。 

エ  他者の知的財産権を侵害していないもの。 

オ 県の機関において有効なでの使途が認められ、かつ発注が見込まれるもの。 

カ 申請時において販売又は提供されているもので、販売又は提供開始から概ね５年以内

であること。 

（２）スタートアップ 

   ア 自ら企画・開発し、販売元となる自社の製品（他社で生産された商品を仕入れて販売

するものは対象外とし、製造工程を他社へ委託している事業者であっても、自らが企画・

製造元で自社製品として販売するものは対象とする。）又は自ら企画・開発し、主たる部

分を自ら提供する役務であること。 

イ 新商品等の販売又は提供に関し必要な許可・認可・資格等を有しているもの。 

ウ JIS 規格等品質及び安全性に関する基準に合致しているもの。 

エ  他者の知的財産権を侵害していないもの。 

オ 県の機関において有効な使途が認められ、かつ発注が見込まれるもの。 

カ 申請時において販売又は提供されているもので、販売又は提供開始から概ね５年以内

であること。 

 

（申請） 

第４条 申請者は、認定申請書（第１号様式）に、実施計画その他別に指定する書類を添えて県

に提出するものとする。 

 

（審査会の設置） 

第５条 認定申請書、実施計画その他の書類を審査するため、やまなしトライアル発注商品等認

定審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会の設置、運営その他の事項は、別に定める。 

 

（認定） 

第６条 申請者から第４条の規定による申請書が提出されたときは、審査会による審査の結果を
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踏まえて、実施計画が次条に規定する審査基準のいずれにも適合すると確認したものについて、

その新商品等をやまなしトライアル発注商品等として認定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が第２条に規定する要件を満たさない又は申請者から提出

された申請書の内容が、第３条に規定する要件又は次条の審査基準に該当しないと認められる

ものは、審査会による審査を経ずに不認定とすることができる。 

３ 県は第１項の規定に基づき認定を行ったときは、認定書（第２号様式）を交付する。 

４ 第１項又は第２項の規定に基づき不認定としたときは、県はその旨を通知するものとする。 

 

（実施計画の審査基準） 

第７条 実施計画の審査基準は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 新商品等に新規性及び独創性があり、優れた使用価値を有していること 

（２） 新商品等が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営の向上又は住民生活の利便の

増進に寄与するものであること 

（３） 新商品等の生産又は提供の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法が

適切なものであること 

（４） 実施計画が公序良俗に反しないこと 

（５） 実施計画が関係法令に違反しないこと 

 

（認定の効果） 

第８条 第６条第１項により認定された新商品等（以下「認定新商品等」という。）は、やまなし

トライアル発注商品等と称することができる。 

２ 認定新商品等の認定期間は、認定を受けた日から起算して３年を経過した日が属する年度の

末日までとする。 

３ 認定を受けた新事業分野開拓者（以下「認定事業者」という。）は、認定新商品等について、

県の機関から随意契約により試験的に発注を受けることができる。 

４ 第２項の期間経過後になお、認定新商品等に第１項の名称の使用を希望する場合は、次の各

号のいずれかに該当すると認められる場合を除き、その旨の届出（第３号様式）に基づいて、

認定を受けた日から起算して５年以内の期間を定めて使用を継続することができる。 

（１） 認定事業者が実施計画に従って事業を実施していないと認められるとき 

（２） 認定事業者に重大な法令違反その他の不正な行為があったと認められるとき 

（３） 認定事業者が偽りその他不正な手段により認定を受けたことが判明したとき 

（４） 認定事業者が第２条に定める申請者の要件に適合しなくなったとき 

（５） 認定新商品等が第３条に定める新商品等の要件に適合しなくなったとき 

（６） 認定新商品等に起因する重大な事故が生じたとき 
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（７） 県において新たな購入の見込みがないと認められるとき 

５ 第６条の規定による認定は、認定新商品等について、県がその品質を保証するものでなく、

本条第２項に定める期間における県の購入を確約するものではない。 

 

（実施計画の変更） 

第９条 認定新商品等に関して、当該認定に係る実施計画を変更しようとするときは、変更協議

書（第４号様式）を提出し、その変更内容が前条の審査基準に該当することの確認を受けるも

のとする。 

２ 県は、前項の規定により変更内容が審査基準に適合しないと認められたときは、変更を承認

せず、若しくは是正を求め、又は次条の措置その他必要な措置をとるものとする。 

 

（認定の取消し） 

第１０条 県は、第８条第４項の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、第６条第１項の認

定を取り消すことができるものとする。 

２ 県は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を当該認定事業者に通知するもの

とする。 

３ 第１項の規定による認定の取消しにより認定事業者に損失が生じた場合であっても、県に対

してその損失の補償を請求することができない。 

 

（認定後の事務等） 

第１１条 県は、認定新商品等の利用促進に資するため、認定新商品の名称及び概要、認定事業

者その他必要な事項を公表するものとする。 

２ 県は、物品の調達にあたり、認定新商品等の品質、性能、数量、価格その他の条件が適合す

るときは、その優先的な調達に努めるものとする。 

３ 随意契約により認定新商品等を試験的に発注した県の機関は、使用開始から６月を経過した

ときは、すみやかにその有用性等について評価し、評価書（第５号様式）によりスタートアッ

プ・経営支援課へ報告するものとする。 

４ 県は、前項の規定による評価の結果について、当該認定事業者に通知したうえで特別の理由

がある場合を除き、公表するものとする。 

 

（報告等） 

第１２条 県は、必要があると認めるときは、認定事業者に対し、実施計画の進捗状況その他必

要な事項について報告を求めることができる。 
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（庶務） 

第１３条 この制度の実施に関する庶務は、産業労働部スタートアップ・経営支援課において処

理する。 

 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月３日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２０年５月２７日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱第５条第３項の規定により認定書の交付を受けている者は、

新要綱第５条第２項の規定により認定書の交付を受けた者とみなす。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月２０日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に、旧要綱第５条の規定により認定を受け、同条第３項に規定する

期間を経過しないものについては、新要綱第５条第１項の規定により認定されたものとみなす。

このとき、新要綱第７条第２項に規定する期間は、旧要綱第５条第３項に基づく有効期間の終

了日の属する年度の末日までとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年１月１７日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年２月１日から施行する。 

 

   附 則 
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 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


